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●株高による資産効果への期待 

株価の上昇が続いており、百貨店を中心とした高額消費への好影響が期待されている。 

現時点では、百貨店売上における株高の影響は限定的である。直近の 9月は前年を上回っているもの

の、免税売上の好調が主な要因となっている（図表 1）。 

関西では、免税売上を除いた売上が前年を上回っているもの

の、前年が台風の影響で落ち込んだ反動のほか、気温要因によ

る季節商品の好調など、一時的な動きとみられる部分が大きい

（図表 2）。 

 

●シニアが担う資産効果 

今後の資産効果の出方については、当然ながら、株の保有状

況に大きく左右される。つまり、株の地域分布や世代間分布な

どに注目する必要があろう。 

近年の状況から判断すると、全体的には都市部を中心に、シ

ニアなどの非勤労世帯に集中する傾向がある。図表 3によると、

株（有価証券）の約 7割は非勤労世帯が保有する形となってお

り、その傾向は都市部ほど強まる。仮に、資産効果を主にシニ

アが担うことになれば、その用途はある程度限定されざるを得

ない。 

つまり、衣食住関連や耐久消費財を新たに購入するといった

動きよりも、どちらかといえば趣味に関する消費が中心になる

と考えられよう。 

 

●株がシニアに集中する関西 

この傾向は特に関西で強まる可能性が高い。図表 3でみたと

おり、関西は有価証券の非勤労世帯への集中度が、ほかの地域

よりも高くなっている。 

結果として、株高による資産効果は、百貨店などを中心に、

おのずと一部の業界に偏ることになろう。 

株高の資産効果自体は、景気にとってポジティブな材料であ

ることは間違いないが、消費全体の押し上げにはつながりにく

い点に注意が必要である。 
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テーマ：株高の資産効果はシニアに集中か 

～有価証券の７割は非勤労世帯が保有～ 

【図表1】 

【図表2】 

【図表3】 
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※非勤労世帯は、二人以上の全世帯から勤労世帯を除いたもの


